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平成 19 年 3 月期    中間決算短信（連結）            平成 18 年 11 月 14 日 

上 場 会 社 名         三 洋 工 業 株 式 会 社                上場取引所  東 

コ ー ド 番 号         ５９５８                        本社所在都道府県  東 京 都 

（ＵＲＬ  http://www.sanyo-industries.co.jp） 

代  表  者 役職名 取締役社長     氏名  山岸 文男 

問合せ先責任者 役職名 取締役財務部長   氏名  松野 正文     ＴＥＬ(03) 3685－3451 

決算取締役会開催日 平成 18 年 11 月 14 日 

米国会計基準採用の有無  無 
 
１． 18 年 9 月中間期の連結業績（平成 18 年 4月 1日 ～ 平成 18 年 9 月 30 日） 
(1) 連結経営成績                    金額の表示は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

18 年 9 月中間期 15,353         1.5 16          － 71          －

17 年 9 月中間期 15,125         4.8 △107          － △73          －

18 年 3 月期 33,575            642            705            
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭

18 年 9 月中間期 43          － 1.26 －
17 年 9 月中間期 △3          － △0.11 －

18 年 3 月期 672             19.58 －

(注)①持分法投資損益     18 年 9 月中間期     －    円 17 年 9 月中間期     －    円 18 年 3 月期     －    円 

②期中平均株式数(連結)  18 年 9 月中間期 34,834,961 株 17 年 9 月中間期 33,606,591 株 18 年 3 月期 34,016,225 株 

③会計処理の方法の変更   無 

④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2)連結財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

18 年 9 月中間期 25,678 13,020 49.8 366.92
17 年 9 月中間期 23,464 11,797 50.3 351.06

18 年 3 月期 27,419 12,906 47.1 370.49
(注)期末発行済株式数(連結)  18 年 9 月中間期 34,834,044 株 17 年 9 月中間期 33,604,875 株 18 年 3 月期 34,835,564 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

18 年 9 月中間期 754 △190 △179 4,142
17 年 9 月中間期 589 △107 △50 3,293

18 年 3 月期 689 168 38 3,758

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数   6 社  持分法適用非連結子会社数  0 社  持分法適用関連会社数  0 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)   0 社 (除外)   0 社    持分法 (新規)   0 社 (除外)   0 社 
 
２．19 年 3月期の連結業績予想（平成 18 年 4月 1日 ～ 平成 19 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 35,000 950 550
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  15 円 79 銭 

 
  ※ なお、上記の予想に関する事項については、「経営成績および財政状態」の通期の見通し（10 ページ）を 

   ご参照下さい。 
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平成１８年度  中間決算概要 

 

（連結中間決算業績） 

当 中 間 期 前 中 間 期 
前 年 同 期 比 

増 (減) 
前   期 

 

平成18年4月1日～ 

平成18年9月30日 

平成17年4月1日～ 

平成17年9月30日 
金 額 比 率 

平成17年4月1日～ 

平成18年3月31日 

 百万円 百万円 百万円 ％ 百万円

売 上 高 15,353 15,125 228 1.5 33,575 

営 業 利 益 16 △107 123 － 642 

経 常 利 益 71 △73 144 － 705 

中間(当期)純利益 43 △3 47 － 672 

1株 当 た り 中 間 

( 当 期 )純 利 益 
1円26銭 △0円11銭 1円37銭 － 19円58銭 

 

 

（個別中間決算業績） 

当 中 間 期 前 中 間 期 
前 年 同 期 比 

増 (減) 
前   期 

 

平成18年4月1日～ 

平成18年9月30日 

平成17年4月1日～ 

平成17年9月30日 
金 額 比 率 

平成17年4月1日～ 

平成18年3月31日 

 百万円 百万円 百万円 ％ 百万円

売 上 高 12,882 12,935 △53 △0.4 28,140 

営 業 利 益 115 △28 143 － 500 

経 常 利 益 189 27 161 589.3 600 

中間(当期)純利益 185 82 102 125.2 605 

1 株 当 た り 中 間 

( 当 期 ) 純 利 益 
5円32銭 2円45銭 2円87銭 117.1 17円80銭 
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企 業 集 団 の 状 況           

 

 当社グループは、当社および子会社６社で構成され、建築用金物・資材の製造、販売および施工のほ

か、精密機器の販売などの事業活動を展開しております。 

 

 当社グループの事業における位置付けは次の通りであります。 

  建築用金物・資材事業 

当社が製造、販売および施工をするほか、(株)三洋工業九州システム、(株)三洋工業東北シス

テム、(株)三洋工業北海道システム、(株)三洋工業東京システムは一部を当社から仕入れて販売

および施工をしております。 

 フジオカエアータイト(株)は、当社へ商品および原材料を販売するほか、当社グループ外から

商品を仕入れて販売しております。 

 スワン商事(株)は、自ら製造、販売および施工をするとともに、一部を当社から仕入れて販売

および施工しております。 

 その他の事業 

フジオカエアータイト(株)は精密機器の販売を行っております。 

 

 

 

事業の系統図は下記の通りであります。 

 

 

 

（注）上記子会社は全て連結子会社であります。
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経 営 方 針 お よ び 経 営 成 績 

１．経営方針 

 

（１）経営の基本方針 

 当社グループでは、「国際化社会の中で、社員一人ひとりの自己の成長と企業の安定、発展をは

かり、快適空間の創造を通じて社会に貢献する」ことを目指しております。 

 その基本方針としては、次の３点を掲げております。 

 ① 人間尊重の経営 

 社員が仕事のやりがい、喜び、生きがいを実感できるように、人間中心の経営を推進してま

いります。 

 ② お客様第一の経営 

 より良い品やサービスの提供を通じて、お客様にご満足いただけるよう努めてまいります。 

 ③ 地域・社会と共生する経営 

直接のお客様だけでなく、地域・社会から賞賛されるような企業活動を行ってまいります。 

 以上の基本方針を基に、経営の効率化と収益性の向上を重視し、株主価値の増大を図ってまいり

ます。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

 利益配分につきましては、株主の皆様への還元を重要政策とし、配当については安定的、継続的

に実施することを基本方針としております。 

 内部留保につきましては、将来の株主利益の増大を図れるような事業展開に活かすための投資に

活用してまいります。 

 

（３）目標とする経営指標 

 当社グループでは、収益性を重視する中で経営コストの引下げを進め、業績の向上により安定し

た利益体質を確立してまいります。具体的な数値目標としては、連結経常利益 10 億円を早期に達成

することを目指しております。 

 

（４）中長期的な経営戦略 

今後建築業界は、少子化や人口減少社会の進展による市場の縮小にともない、長期的に需要の減

少傾向と競争激化がより厳しくなると予想されますが、一方で「健康」や「安全」、「環境」など

に対する関心が高まっており、これらに対応した需要は飛躍的に増大してくるものと考えておりま

す。当社グループとしましては、こうした時代の要請を的確にとらえ、「成長戦略」を中核とした

新たな中期経営計画を策定することにしております。 

次期中期経営計画におきましては、5年内にグループ売上高 500 億円、営業利益率 5％以上の達成

を目標に、当社グループの次代の核となる製品の開発・育成により重点をおき、付加価値の高い

「差別化商品」や「オンリーワン商品」の開発を進めてまいります。 

また、社会的に評価される「グッドカンパニー」を目指し、企業の社会的な責任を果たしていく

ため、誠実かつ公正な企業活動に徹し、更なるコンプライアンスの取り組みを行ってまいります。 

 

（５）対処すべき課題 

今後の当社グループを取り巻く経営環境は、市場の縮小や原材料価格の上昇および高止まりなど

今後も厳しい状況が続くものと予想されます。当社グループの課題は、こうした環境下においても、

安定した利益創出のできる体制を構築することであります。 
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特に、地域の営業力強化と生産および物流の効率化につきまして、北海道地区において建築ニー

ズの大きい札幌市に新たに土地を取得し、生産、営業、物流の各部門を集約し、製造・販売・物流

の一体化を図りお客様満足の向上に取り組んでまいります。 

また、建築・建材業界に対する大きな社会的ニーズの 1 つとして、地震に対する耐震対策が強く

求められ、当社グループも鋼製下地材メーカーとして耐震天井の開発を進めております。今後も耐

震試験機能を有する当社技術研究所にて研究開発を行い、耐震建材の開発や生産および耐震システ

ムの提案営業を推進してまいります。 

さらに、グループ売上高 500 億円を視野に入れ、現事業の周辺で拡大できる事業や他企業との事

業提携なども積極的に取り組んでまいります。 

 

（６）親会社等に関する事項 

該当事項はありません。 
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２．経営成績および財政状態 

（１）当中間連結会計期間の概況 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や素材価格の高止まりなど景気への

影響が懸念されたものの、世界経済が拡大する中で、輸出の増加や企業収益の改善が進み、設備投

資の増加とともに個人消費も増加基調を辿り、緩やかな景気回復が続きました。 

当社グループの関連する建築業界におきましては、公共建築投資は引続き減少傾向にありました

が、新設住宅着工および非居住用建築物など民間建築投資は概ね好調に推移し、全体の建築需要は

わずかに増加しました。しかしながら、原材料価格の上昇による収益の圧迫と受注競争の激しさが

緩和せず、経営環境は依然として厳しい状況にありました。 

このような状況の中にあって当社グループでは、最終年度となる中期 3 ヵ年経営計画「アクショ

ンプランＶ６」の経営目標と当年度の利益計画を達成するため、収益力強化の諸施策を進めてまい

りました。 

収益力強化策としましては、ビル内装市場と戸建住宅市場への販売強化を重要な経営戦略と位置

づけ、「営業力強化と高付加価値製品の開発」および「生産性の向上とコスト削減」の「攻め」と

「守り」の両面から施策に取り組んでまいりました。 

ビル内装市場につきましては、首都圏を中心としたマンション市場の活況に伴い、提案営業を強

化することにより、居住用遮音二重床下地材（ホームベース）の受注が拡大し、前年同期比で

19.7％の増加となりました。また、価格競争力のある樹脂系置敷式ＯＡフロア（マジックフロア）

やスチール製フリーアクセスフロア（ＣＳフロア）の売上が拡大し、ＯＡ床製品が大きく伸長いた

しました。しかしながら、売上構成比率の高い内装用鋼製下地材製品は、主要原材料である鋼板価

格の高止まりと市場価格が依然厳しく、売上高は減少いたしました。その結果、ビル内装市場関連

の売上高は前年同期比 2.5％の増加となりました。 

戸建住宅市場につきましては、中堅住宅メーカーや小規模賃貸住宅および高齢者向け住宅市場へ

の提案営業を進めるとともに、生産工場においては戸建向け生産設備を増設し、生産性の向上に努

めてまいりました。この結果、関東地区においては新たに大手ハウスメーカーからの受注もあり、

売上は大きく伸長しましたが、全体としましては鋼板価格の高止まりと建築材料の仕様変更による

受注低下もあり、戸建住宅市場関連の売上高は前年同期比 0.2％の増加とほぼ横這いの結果となり

ました。 

また、名古屋を中心とした中部圏での戸建住宅市場向け販売拡大策としまして、7 月から戸建用

間仕切材の供給体制を整え、顧客サービス向上と営業力強化および物流効率の向上を図ってまいり

ました。 

総体としましては、主要原材料である鋼板価格の高止まりと市場競争の激化により内装用鋼製下

地材製品の売上高が減少したほか、アルミ原材料価格の大幅な上昇により、主力商品の規格笠木

（トップライン）やアルミ製手摺の売上高が減少したものの、前期に子会社化したアルミ建材を扱

うスワン商事㈱が当連結会計年度より加わったため売上高は前年同期比約 1.5％の増加となりまし

た。 

こうした状況にあって当社グループとしては、引続き生産性向上による原価の低減、販管費の引

下げにも一層の努力をしてまいりました。 

この結果、当中間連結会計期間の業績は売上高 15,353 百万円（前年同期売上高 15,125 百万円）、

経常利益 71 百万円（前年同期経常損失 73 百万円）、中間純利益 43 百万円（前年同期中間純損失 3

百万円）となりました。 

 

当社グループは、事業の種類として「建築用金物・資材事業」および「その他の事業」に区分し

ておりますが、当中間連結会計期間においては、「建築用金物・資材事業」の売上高が全セグメン

トの売上高合計の９０％を超えておりますので、事業の種類別セグメントは記載しておりません。

そのため、業績については、以下のとおり製品別に区分しております。 
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製品別の状況 

①金属下地材 

金属下地材につきましては、主力製品である内装用鋼製下地材製品が、主要原材料である鋼板

価格の高止まりと熾烈な価格競争に巻き込まれ売上減となりましたが、床関連製品が、ビル内装

市場において大きく伸長し、全体の売上高は前年比で増加となりました。 

内装用鋼製下地材製品につきましては、社会的ニーズの大きい大規模空間吊り天井に対する耐

震天井製品の開発やデータに基づいた耐震システムの提案などに積極的に取組んでまいりました

が、引続きこうした営業活動を展開し、差別化による売上の増大を図っていくことにしています。 

床関連製品につきましては、マンション床の遮音ニーズが高まる中で、高遮音床のシステム提

案が成果に結びつき、首都圏でのマンション物件の受注が拡大し、居住用遮音二重床下地材（ホ

ームベース）の売上高は伸長いたしました。ＯＡ床製品は、価格競争力を高めたスチール製フリ

ーアクセスフロア（ＣＳフロア）や樹脂系置敷式ＯＡフロア（マジックフロア）が大きく売上高

を伸ばしました。ノンビス工法ウッドデッキシステム（サニーデッキ）は、文教施設での大規模

改修工事を受注したことや自然との共生をテーマにした景観施設での公共工事需要があり、売上

高は大幅に伸長いたしました。体育館用鋼製床下地材（スリーベース）は、体育館の建築物件が

減少し売上高は低迷いたしましたが、体育館の用途が多様化し、強度の高い床の需要が高まる中

で、体育館に必要なＪＩＳ弾力性能に加えて強度 2ｔタイプの重荷重に対応した「鋼製床下地材

スリーベースＭＢ」を 9 月に新発売いたしました。今後はスポーツフロア以外の 3ｔ、5ｔの高強

度タイプとともに、各種展示場やイベント会場などの幅広い用途に、設計指定活動や受注活動を

進めてまいります。 

この結果、金属下地材の売上高は 9,189 百万円（前年同期比 2.1%増）となりました。 

②アルミ建材製品 

アルミ建材製品につきましては、アルミ原材料価格の上昇に対し販売価格を充分引上げること

が出来ず、主力商品の規格笠木（トップライン）やエキスパンションジョイントカバー製品（サ

ンパンション他）は低迷しましたが、前期に子会社化したスワン商事㈱と事業買収したスラット

商品の売上高が加算されたことにより、売上高は増加いたしました。 

エキスパンションジョイントカバー製品につきましては、全体の売上高は減少しましたが、価

格競争力のある自社製品のサンパンションは伸長いたしました。また、アルミ製手摺（トップレ

ール）につきましては、他社にない独自のブラケット工法による安全で意匠性に優れた「持ち出

し手摺」を 5月に新発売いたしました。 

この結果、アルミ建材製品の売上高は 3,320 百万円（前年同期比 4.4%増）となりました。 

③ネジ及び特殊釘類 

内装用吊りボルトは、金属下地材の内装用鋼製天井下地材が伸び悩んだため低迷し、売上高が

減少いたしました。コーススレッド製品は、売上高が拡大したホームベースの部品止めとして使

用され大幅に伸長しましたが、外装波板用ボルト類および釘類は市場ニーズが低下し、売上高は

減少いたしました。 
この結果、ネジ及び特殊釘類の売上高は 678 百万円（前年同期比 10.7%減）となりました。 

④換気製品 

換気製品（ウルトラエース他）は、企業収益の回復により民間設備投資が拡大し、また生産の

国内回帰による工場や倉庫などの製造関連建築物の増加により、売上高および数量とも好調に推

移いたしました。 
この結果、換気製品の売上高は 568 百万円（前年同期比 12.5%増）となりました。 

⑤その他 

建築内装用ボード類は、内装用鋼製下地材が伸び悩んだため低迷し、売上高が減少しました。

またシーリング製品（スリーコーン他）は、外壁用サイディング製品の需要が低下したことによ

り、売上高が減少いたしました。 

この結果、その他の売上高は1,596百万円（前年同期比5.0%減）となりました。 
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キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、

前連結会計年度末に比べ 384 百万円増加し、4,142 百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は 754 百万円（前中間連結会計期間比 164 百万円増）となりまし

た。 

主な内訳は、減価償却費 171 百万円、売上債権の減少額 2,239 百万円および仕入債務の減少額

1,532 百万円などであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は 190 百万円（前中間連結会計期間比 83 百万円増）となりました。 

これは、主に有形固定資産の取得による支出 397 百万円と売却による収入 240 百万円によるも

のであり、この他に投資有価証券の売却、定期預金の預入期間の変更などを行っております。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は 179 百万円（前中間連結会計期間比 128 百万円増）となりまし

た。 

これは、主に配当金の支払額 87 百万円と長期借入金の返済 114 百万円によるものであります。 

 

キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 第７１期 
平成 17 年 3月期

第７２期 
平成 17 年 9月期

第７２期 
平成 18 年 3月期 

第７３期 
平成 18 年 9月期

自己資本比率（％） ４６.７ ５０．３ ４７．１ ４９．８

時価ベースの自己資本比率（％） ４３.９ ４６．３ ４２．１ ３７．２

債務償還年数（年） １.２  ３．１  
インタレスト・カバレッジ・レシオ ７３.６ １０８．３ ６１．９ ６１．７

 

※  自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー（中間期は計算しておりません） 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
２．株式時価総額は、中間（期末）株式終値×中間（期末）発行済株式総数（自己株式控

除後）により算出しております。 
３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

シュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている

負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いにつ

いては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を利用しております。 
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事業等のリスク 
 当社グループは、建築業界の動向により影響を受ける可能性があり、事業上のリスク要因には

次のようなものがあります。 
 

①建築工事の減少 
当社グループの取扱い商品は、ビル建築に関するものが多く、近年公共工事物件の減少によ

り販売競争が激化しております。今後さらに民間建築物件も減少しますと、業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

 
②材料価格の変動 

 当社グループの取扱い商品は鋼材を材料とするものが多く、近年鋼材価格の高騰により材料

費がアップしております。今後も鋼材価格の高騰が続きますと、販売価格に転嫁が出来なけれ

ば、業績に影響を及ぼす可能性があります。 
 

③製造物責任に伴う訴訟 
 当社グループは、建築用金属製品のメーカーとして品質管理には万全を期しておりますが、

製造物責任による損害賠償請求訴訟が提起された場合には、業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 
 
④債権の貸倒れ 

 当社グループは、全国に販売網があり数多くの取引先がありますが、その大半は建築に関わ

る取引先であり、建築需要の減少による取引先の倒産などが発生した場合には、業績に影響を

及ぼす可能性があります。 
 

上記のリスクは、当中間連結会計期間末現在において判断したものであり、事業を遂行する上

ではこれら以外にもリスクが発生する可能性があります。 
 なお、当社グループではこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避および発生

した場合の対応に努めてまいります。 
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（２）通期の見通し 
今後の見通しにつきましては、原油価格の動向や海外情勢の不安要因もありますが、国内景気の

拡大基調は変わらないものと予想されます。建築業界におきましては、景気拡大の長期化を背景に

住宅着工や民間非居住用建築投資は増加するとの観測もありますが、公共建築投資の減少や原材料

価格の上昇および高止まりによる企業収益の圧迫など、今後も建築業界を取り巻く経営環境は依然

として厳しい状況が続くものと予想しています。 

こうした情勢の中で当社グループとしましては、利益体質の定着化と事業の拡大に向けた中期 3

ヵ年経営計画の達成と、快適空間の創造を通じ安心で信頼のおける建築材料を提供し社会に貢献す

るとの経営理念のもと、誠実かつ公正な企業活動を遂行するため更なるコンプライアンスの取り組

みと企業価値向上を目指し、次期中期経営計画の策定を進めてまいります。 

企業成長の一環として他企業との事業提携の検討や、社会的ニーズの大きい耐震対策に向けた建

築材料の提案営業や産学連携共同研究による自社技術の向上など、積極的に推進してまいります。 

また、経営効率を図るため、北海道地区で建築需要の大きい札幌市に製販一体型の新たな拠点を

設け、生産性や物流効率の向上を図る施策を進めてまいります。本年 5 月には札幌市白石区に建設

用地の取得を完了し、来春を目途に生産工場および事務所棟の着工を目指し、物流効率を高めコス

ト削減を図り、市場競争力を更に強化してまいります。 

 

 

 

  通期の業績見通しは、下記の通りであります。 

 

 ［連 結］ ［個 別］ 

  百万円  百万円 

売 上 高 35,000 (前年同期比  4.2％増) 28,400 （前年度比 0.9%増） 

営 業 利 益      900  700  

経 常 利 益      950  800  

当期純利益 550  530  

 

 

 

［業績予想に関する注意事項］ 

上記の業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報によって判断してお

りますが、実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性がありますのでご承知お

き下さい。 
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中　間　連　結　貸　借　対　照　表
（単位：百万円）

前 連 結 会 計 年 度
要約連結貸借対照表

平成１８年９月３０日現在 平成１７年９月３０日現在 平成１８年３月３１日現在

金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

％ ％ ％

流　動　資　産 １８，７１８ 72.9 １７，５１４ 74.7 ２０，４４４ 74.6

２，６１５ ２，５９１ ２，８２７

１１，８９９ １１，５４６ １４，１１７

１，８０６ １，１１１ １，０８２

２，４４３ ２，３４７ ２，４７４

１９０ ２１１ ２０２

△２３７ △２９４ △２６１

固　定　資　産 ６，９５７ 27.1 ５，９４５ 25.3 ６，９７２ 25.4

５，１５９ 20.1 ４，１３２ 17.6 ４，９５２ 18.1

１，５６３ １，４５１ １，６１０

８５９ ７５９ ７５１

２，６０２ １，７８８ ２，３９６

１３４ １３２ １９５

１５９ 0.6 １６７ 0.7 １７０ 0.6

１，６３８ 6.4 １，６４６ 7.0 １，８４９ 6.7

７３３ ７１６ ８９６

１，１９５ １，２７１ １，２６３

△２９０ △３４０ △３１０

繰　延　資　産 ２ 0.0 ３ 0.0 ３ 0.0

２５，６７８ 100.0 ２３，４６４ 100.0 ２７，４１９ 100.0資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

建物及び構築物

そ の 他

有形固定資産

機械装置及び運搬具

土 地

投 資 有 価 証 券

無形固定資産

投資その他の資産

貸 倒 引 当 金

そ の 他

科　　　　　　目

当中間連結会計期間末

そ の 他

（ 資 産 の 部 ）

た な 卸 資 産

受取手形及び売掛金

現 金 及 び 預 金

有 価 証 券

前中間連結会計期間末
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中　間　連　結　貸　借　対　照　表
（単位：百万円）

前 連 結 会 計 年 度
要約連結貸借対照表

平成１８年９月３０日現在 平成１７年９月３０日現在 平成１８年３月３１日現在

金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

％ ％ ％

流　動　負　債 ９，７２５ 37.9 ８，７８４ 37.4 １０，８１４ 39.4

７，４９９ ７，４６６ ９，０３７

１，２３１ ５８８ ９３３

２８４ ３２４ ３２０

１３０ ３６ １０７

１８６ １６５ １７３

３ ― ―

３８９ ２０１ ２４２

固　定　負　債 ２，９３２ 11.4 ２，６６５ 11.4 ３，４４６ 12.6

５００ ５００ ５００

３１５ ４ ７０３

１４０ １２９ ２０２

１，７１３ １，７９３ １，７８１

２５６ ２３９ ２５１

― ― ６

５ ― ―

負　 債　 合　 計 １２，６５８ 49.3 １１，４４９ 48.8 １４，２６０ 52.0

― ― ２１７ 0.9 ２５２ 0.9

― ― １，７６０ 7.5 １，７６０ 6.4

― ― １，１０１ 4.7 １，１６８ 4.3

― ― ９，２０１ 39.2 ９，７９３ 35.7

― ― １８７ 0.8 ２８７ 1.1

― ― △４５３ △ 1.9 △１０３ △ 0.4

資 　本 　合 　計 ― ― １１，７９７ 50.3 １２，９０６ 47.1

― ― ２３，４６４ 100.0 ２７，４１９ 100.0

１２，５６８ 49.0 ― ― ― ―

１，７６０ ― ―

１，１６８ ― ―

９，７４４ ― ―

△１０４ ― ―

評価・換算差額等 ２１２ 0.8 ― ― ― ―

２１２ ― ―

２３８ 0.9 ― ― ― ―

純 資 産 合 計 １３，０２０ 50.7 ― ― ― ―

２５，６７８ 100.0 ― ― ― ―

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

自 己 株 式

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末

社 債

短 期 借 入 金

役員賞与引当金

科　　　　　　目

未 払 法 人 税 等

（ 負 債 の 部 ）

支払手形及び買掛金

未 払 金

退職給付引当金

負 の の れ ん

連 結 調 整 勘 定

少 数 株 主 持 分

賞 与 引 当 金

そ の 他

役員退職慰労引当金

（ 少 数 株 主 持 分 ）

株 主 資 本

（ 純 資 産 の 部 ）

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

その他有価証券評価差額金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

負債、少数株主持分及び資本合計

負債純資産合計

資 本 金

自 己 株 式

少 数 株 主 持 分
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中　間　連　結　損　益　計　算　書
（単位：百万円）

前 連 結 会 計 年 度
要約連結損益計算書

自平成１８年４月　１日 自平成１７年４月　１日 自平成１７年４月　１日

至平成１８年９月３０日 至平成１７年９月３０日 至平成１８年３月３１日

金　　　額 百分比 金　　　額 百分比 金　　　額 百分比

％ ％ ％

１５，３５３ 100.0 １５，１２５ 100.0 ３３，５７５ 100.0

１１，７４５ 76.5 １１，６８７ 77.3 ２５，８４５ 77.0

３，６０７ 23.5 ３，４３８ 22.7 ７，７２９ 23.0

３，５９１ 23.4 ３，５４５ 23.4 ７，０８７ 21.1

１６ 0.1 △１０７ △ 0.7 ６４２ 1.9

９６ 0.6 ６８ 0.4 １３５ 0.4

６ ３ ７

６ ４ ６

３９ ３９ ８０

１２ － －

１５ ７ １４

１５ １３ ２６

４１ 0.2 ３４ 0.2 ７２ 0.2

１１ ５ １１

２６ ２１ ４３

３ ７ １７

７１ 0.5 △７３ △ 0.5 ７０５ 2.1

１０５ 0.6 ４８ 0.3 ４９ 0.2

４２ ０ ０

５１ ４７ ４９

１１ － －

３ 0.0 ３ 0.0 ３０ 0.1

２ － －

０ ２ ３

－ ０ ０

－ － １３

－ － １２

１７３ 1.1 △２８ △ 0.2 ７２４ 2.2

法人税、住民税及び事業税 １２３ 0.8 ２８ 0.2 ９２ 0.3

１７ 0.1 △３１ △ 0.2 △５３ △ 0.1

△１０ △ 0.1 △２１ △ 0.2 １４ 0.0

４３ 0.3 △３ △ 0.0 ６７２ 2.0

営 業 外 収 益

受 取 利 息

経 常 利 益

固 定 資 産 除 却 損

中間(当期)純利益

投資有価証券売却益

減 損 損 失

特 別 利 益

投資有価証券評価損

少数株主利益又は
少数株主損失(△)

法 人 税 等 調 整 額

固 定 資 産 売 却 益

早 期 退 職 援 助 金

科　　　　　　　　目

そ の 他

そ の 他

貸倒引当金戻入益

固 定 資 産 売 却 損

受 取 賃 貸 料

屑 鉄 等 売 却 代

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

売 上 高

売 上 原 価

受 取 保 険 金

営 業 利 益

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

支 払 利 息

営 業 外 費 用

受 取 配 当 金

賃貸不動産関係費

特 別 損 失

税金等調整前(中間)当期純利益
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中　間　連　結　剰　余　金　計　算　書
（単位：百万円）

前中間連結会計期間 前連結会計年度

自平成１７年４月　１日 自平成１７年４月　１日

至平成１７年９月３０日 至平成１８年３月３１日

１，１０１ １，１０１

― ６６

連 結 子 会 社 増 加 に 伴 う
資 本 剰 余 金 増 加 高

― ６６

１，１０１ １，１６８

９，２９４ ９，２９４

― ６７２

当 期 純 利 益 ― ６７２

９２ １７３

配 当 金 ８４ １６８

役 員 賞 与 ５ ５

中 間 純 損 失 ３ －

９，２０１ ９，７９３

資本剰余金中間期末(期末)残高

科　　　　　目

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

利益剰余金中間期末(期末)残高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高
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中間連結株主資本等変動計算書

自平成18年4月 1日
至平成18年9月30日

（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高 １，７６０ １，１６８ ９，７９３ △１０３ １２，６１８

剰余金の配当(注) △８７ △８７

役員賞与(注) △５ △５

中間純利益 ４３ ４３

自己株式の取得 △０ △０

株主資本以外の項目の当
中間連結会計期間中の変
動額(純額)

―

― ― △４９ △０ △４９

平成18年9月30日残高 １，７６０ １，１６８ ９，７４４ △１０４ １２，５６８

評価・換算
差額等
その他

有価証券
評価差額金

平成18年3月31日残高 ２８７ ２５２ １３，１５８

剰余金の配当(注) △８７

役員賞与(注) △５

中間純利益 ４３

自己株式の取得 △０

株主資本以外の項目の当
中間連結会計期間中の変
動額(純額)

△７５ △１３ △８９

△７５ △１３ △１３８

平成18年9月30日残高 ２１２ ２３８ １３，０２０

(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

少数株主持分 純資産合計

中間連結会計期間中の変動額

当中間連結会計期間中の
変動額合計

中間連結会計期間中の変動額

当中間連結会計期間中の
変動額合計
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中間連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度
自　平成１８年４月　１日 自　平成１７年４月　１日 自　平成１７年４月　１日
至　平成１８年９月３０日 至　平成１７年９月３０日 至　平成１８年３月３１日
金　　　　　　　　額 金　　　　　　　　額 金　　　　　　　　額

Ⅰ
1

１７３ △　２８ ７２４

2 １７１ １４４ ３０３

3 － － １２

4 △　５１ △　４７ △　４９

5 △　６７ △　３３ △　６５

6 ４ ５５ ６８

7 １２ △　２２ △　１８

8 ３ － －

9 △　４３ ４３ ４５

10 △　１３ △　８ △　１３

11 １１ ５ １１

12 △　４２ △　０ △　０

13 ３ ２ ３

14 ２，２３９ ２，５６２ ４３５

15 ３１ △　６１ △　３０

16 △　１，５３２ △　１，８１７ △　６１９

17 △　２５ △　２６ １６

18 △　２３ △　８３ △　２１

小　　　　　計 ８５２ ６８５ ８０１

19 １３ ８ １３

20 △　１２ △　５ △　１１

21 △　９８ △　９８ △　１１３

７５４ ５８９ ６８９

Ⅱ

1 △　３９７ △　９２ △　３００

2 ２４０ ３６ ３６

3 ０ △　６７ △　７８

4 － － １５０

5 △　１ △　３１ △　９０

6 ８８ ６４ １９３

7 △　０ △　２２ △　２３

8 ９ ５ １０

9 △　２４０ △　５３０ △　５１０

10 １１１ ５３０ ７８０

11 △　１ － －

△　１９０ △　１０７ １６８

Ⅲ

1 ２５０ ２５０ ８００

2 △　２２５ △　４１２ △　８８７

3 － － １００

4 △　１１４ △　１ △　２

5 － ２００ ２００

6 △　８７ △　８４ △　１６８

7 △　１ △　２ △　３

△　１７９ △　５０ ３８

Ⅳ － － －

Ⅴ ３８４ ４３２ ８９６

Ⅵ ３，７５８ ２，８６１ ２，８６１

Ⅶ ４，１４２ ３，２９３ ３，７５８

減 価 償 却 費

退職給付引当金の増加（△減少）額

役員退職慰労引当金の増加（△減少）額

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

投 資 有 価 証 券 売 却 益

賞与引当金の増加（△減少）額

期　　　別

科　　　目

営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益
又は税金等調整前中間（当期）純損失( △)

有 形 固 定 資 産 売 却 益

有 形 固 定 資 産 除 売 却 損

仕 入 債 務 の 増 加 （ △ 減 少 ） 額

売 上 債 権 の 減 少 （ △ 増 加 ） 額

たな卸資産の減少（△増加）額

支 払 利 息

役員賞与引当金の増加（△減少）額

貸倒引当金の増加（△減少）額

未払消費税の増加（△減少）額

社 債 の 発 行 に よ る 収 入

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入

法 人 税 等 の 支 払 額

そ の 他

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

利 息 の 支 払 額

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

無形固定資産の取得による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

配 当 金 の 支 払 額

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入

そ の 他

投資活動によるキャッシュ・フロー

貸 付 に よ る 支 出

短 期 借 入 れ に よ る 収 入

短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

そ の 他

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増加額（又は△減少額）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高

減 損 損 失

株式交換による子会社株式の取得に伴う収入

長 期 借 入 れ に よ る 収 入

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出

投資有価証券の取得による支出

投資有価証券の売却による収入

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

  １．連結の範囲に関する事項 

     連結子会社は、(株)三洋工業九州システム、(株)三洋工業東北システム、(株)三洋工業北海 

道システム、(株)三洋工業東京システム、フジオカエアータイト(株)及びスワン商事(株)の６ 

社であり、非連結子会社はありません。 

 

  ２．持分法の適用に関する事項 

     非連結子会社及び関連会社がないので、持分法の適用はありません。 

 

  ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

     連結子会社のうち、スワン商事(株)の中間決算日は９月２０日であります。 

中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日

との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行なっております。 

 

  ４．会計処理基準に関する事項 

   （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

       有価証券 

満期保有目的の債券………償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの………中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

時価のないもの………移動平均法による原価法 

       たな卸資産 

        商    品………最終仕入原価法 

        原 材 料      ………先入先出法による原価法 

        製品・仕掛品………見積原価（先入先出法） 

                 なお、実際原価との差額は中間期末に修正しております。 

 

   （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

      ①有形固定資産及び賃貸不動産 

        建 物 

         平成１０年３月３１日以前取得した建物…………………………………定率法 

         平成１０年４月 １日以降取得した建物(建物附属設備を除く)………定額法 

        その他………定率法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

      ②無形固定資産 

        の れ ん      ………５年間で毎期均等額を償却しております。 

        そ の 他      ………定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 
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   （３）重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

 ３年間で毎期均等額を償却しております。 

 

   （４）重要な引当金の計上基準 

      ①貸倒引当金 

債権（売掛金等）の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

      ②賞与引当金 

       従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当中間連結

会計期間の負担額を計上しております。 

      ③役員賞与引当金 

       役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度における支給見込額に

基づき、当中間連結会計期間に見合う分を計上しております。 

      ④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上し

ております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（１０年）による定額法により発生の翌連結会計年度から費用処理しており

ます。 

⑤役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、「役員退職慰労金規程」に基づく当中間連結会

計年度末要支給額を計上しております。 
 

   （５）重要なリース取引の処理方法 

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

   （６）消費税等の会計処理 

      税抜方式を採用しております。 

 

  ５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

    中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。 
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 会計処理の変更 

  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

  当中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第 5 号 平成 17 年 12 月 9 日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第 8号 平成 17 年 12 月 9 日）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 12,781 百万円であります。 

中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結財務諸表は、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 

 

  （役員賞与に関する会計基準） 

    当中間連結会計期間から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第 4 号 平成 17 年 11

月 29 日）を適用しております。これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益は 

3 百万円減少しております。 

 

 表示方法の変更 

  （中間連結損益計算書） 

    営業外収益の「受取保険金」は、当中間連結会計期間において営業外収益の総額の 100 分の 10 

を超えたため、区分掲記することとしました。なお、前中間連結損益計算書の「その他」に含ま 

れている「受取保険金」の金額は 4 百万円であります。 

 

注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

1. 有形固定資産の減価償却累計額

2. 賃貸不動産の減価償却累計額

3. 担保資産

担保差入資産

建物

土地

その他

計

上記の担保資産に対する債務

短期借入金

社債（銀行保証付無担保社債）

長期借入金

計

4. 受取手形割引高

受取手形裏書譲渡高

5. 中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当中間連結会計期間末日は金融機関の休日であったため、次の中間連結会計期間末日満期手形

が中間連結会計期間末残高に含まれております。

受取手形 339

89 - -

13 14 16

50

612

1,473

500

前連結会計年度末

(百万円)

977

8,072

446

231 227222

127397

417

595

831 537

943

1,389

49 50

当中間連結会計期間末

(百万円)

8,173

前中間連結会計期間末

(百万円)

7,193

1,511 1,037 1,533

179 - 420

500 500
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（中間連結損益計算書関係）

1. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

給与

賞与引当金繰入額

役員賞与引当金繰入額

退職給付費用

役員退職慰労引当金繰入額

厚生費

運賃・荷造費

貸倒引当金繰入額

減価償却費

2. 固定資産売却益の内訳

3. 固定資産売却損の内訳

4. 固定資産除却損の主な内訳

5. 減損損失

前連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

場所 沖縄県豊見城市

用途 営業所

種類 借地権

当社グループは原則として各営業拠点ごとに資産をグループ化しております。

沖縄県の収用による営業所の移転が見込まれるため、当該グループの各資産の帳簿価額を回収可

能額まで減額し、減少額を減損損失(12百万円)として特別損失に計上しております。

なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、借地権については

不動産鑑定評価結果により評価しております。

3 - -

00

407

1,585

216 204

735

計

機械装置及び運搬具 1

機械装置及び運搬具42

計

0 1 機械装置及び運搬具

－

746

- 43 45

当中間連結会計期間

(百万円)

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

(百万円) (百万円) (百万円)

151 137 139

1,266 1,244 2,610

244

14 60 73

97 123

39 69

0

前中間連結会計期間

(百万円)

前連結会計年度

(百万円)

40

42 土地土地 土地 0

機械装置及び運搬具

その他

計 2

00

建物及び構築物 2

計

－
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）
当中間連結会計期間（自平成18年4月1日　至平成18年9月30日）

1．発行済株式に関する事項

2．自己株式に関する事項

(変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取りによる増加　　1千株

3．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

4．配当に関する事項

(1)　配当金支払額

(2)　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後と

 なるもの

当中間連結会計期間末

365

増加

1

減少

－

株式の種類

普通株式(千株)

普通株式(千株)

前連結会計年度末

364

当中間連結会計期間末

35,200 － － 35,200

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少

基準日 効力発生日

2.50

1株当たり配当額
(円)

平成18年6月30日平成18年3月31日

決議

株式の種類

87

配当金の総額
(百万円)

決議

平成18年6月29日

定時株主総会
普通株式

平成18年11月14日

取締役会
104 3.00

効力発生日

普通株式 利益剰余金 平成18年9月30日 平成18年12月8日

配当金の総額
(百万円)

1株当たり配当額
(円)

株式の種類 配当の原資 基準日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定

有価証券勘定

計

預金期間が3ヶ月を超える定期預金等

現金及び現金同等物

（リース取引関係）

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

（有価証券関係）

1．その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円)

株式

(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、前中間連結会計期間及び前連結

会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損 0百万円を計上しております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価の50％以下に下落した場合に減損処

理を行っております。また、下落率が30％以上50％未満の場合には、該当銘柄の過去2年間の株価

及び会社の業績を考慮して減損処理を行っております。

2．時価評価されていない有価証券 (単位：百万円)

(1)満期保有目的の債券

(2)その他有価証券

（デリバティブ取引関係）

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。

非上場株式(店頭売買株式を除く) 89 78 89

マネー・マネジメント・ファンド他 1,106 1,111 1,082

国債 699 － －

(平成18年9月30日現在） (平成17年9月30日現在） (平成18年3月31日現在）

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

485

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

485

合 計 284 643 359 321 638 316 321 806

284 643 359 321

差額
対照表計上額 対照表計上額 照表計上額

取得原価
中間連結貸借

差額 取得原価

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

(平成18年9月30日現在) (平成17年9月30日現在) (平成18年3月31日現在)
中間連結貸借

差額

638 316

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

(百万円) (百万円) (百万円)

2,615 2,591 2,827

1,806 1,111 1,082

4,422 3,703 3,909

△ 151

4,142 3,293 3,758

△ 280 △ 410

取得原価
連結貸借対

321 806



三洋工業㈱（5958） 平成 19 年 3 月期中間決算短信 

 

－ 23 － 

 

 

（セグメント情報）

1. 事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成18年4月1日　至平成18年9月30日)

事業の種類として「建築用金物・資材事業」及び「その他の事業」に区分しておりますが、当中

間連結会計期間においては、建築用金物・資材事業の売上高及び営業利益の金額が全セグメントの

売上高合計及び営業利益の金額の合計のそれぞれ90％を超えておりますので、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。

前中間連結会計期間（自平成17年4月1日　至平成17年9月30日)

事業の種類として「建築用金物・資材事業」及び「その他の事業」に区分しておりますが、当中

間連結会計期間においては、建築用金物・資材事業の売上高及び営業損失の金額が全セグメントの

売上高合計及び営業損失の金額の合計のそれぞれ90％を超えておりますので、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。

前連結会計年度（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）

事業の種類として「建築用金物・資材事業」及び「その他の事業」に区分しておりますが、当連

結会計年度においては、建築用金物・資材事業の売上高、営業利益及び資産の金額が全セグメント

の売上高合計、営業利益及び資産の金額の合計のそれぞれ90％を超えておりますので、事業の種類

別セグメント情報の記載を省略しております。

2. 所在地別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成18年4月1日　至平成18年9月30日)

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

前中間連結会計期間（自平成17年4月1日　至平成17年9月30日)

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

前連結会計年度（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

3. 海外売上高

当中間連結会計期間（自平成18年4月1日　至平成18年9月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

前中間連結会計期間（自平成17年4月1日　至平成17年9月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

前連結会計年度（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。
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（生産、受注及び販売の状況）

当社グループは、事業の種類として「建築用金物・資材事業」及び「その他の事業」に区分しておりま

すが、当中間連結会計期間においては、「建築用金物・資材事業」の生産高及び販売高が全セグメントの

生産高合計及び販売高合計の90％を超えております。そのため、生産実績及び販売実績については、下記

のとおり製品別に区分しております。

1. 生産実績

（注）1. 金額は実際原価によっております。

2. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

2. 受注状況

当社グループは受注生産を行なっておりません。

3. 販売実績

（注）1. 販売実績の100分の10を超える主要な販売先はありません。

2. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

前 年 同 期 比

15,353 1.5

3,320 4.4

297 △ 10.1

ネ ジ 及 び 特 殊 釘 類 678 △ 10.7

3,959 2.1

（単位：百万円、％）

区 分 金 額

そ の 他 1,596 △ 5.0

合 計

換 気 製 品 568 12.5

金 属 下 地 材 9,189 2.1

ア ル ミ 建 材 製 品

そ の 他 154 △ 15.3

合 計

換 気 製 品 201 27.3

金 属 下 地 材 2,612 △ 1.9

ア ル ミ 建 材 製 品 693 35.7

ネ ジ 及 び 特 殊 釘 類

（単位：百万円、％）

区 分 金 額 前 年 同 期 比


